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第１章 

 

発展途上国における農業技術の普及 

 

松本朋哉 

 

 

要約 

 

本稿では， 近（2010 年以降）国際学術雑誌に発表された農業技術の採用・普及に関す

る論文を中心に，特に途上国の小規模農家を対象とする実証研究を概観した．その結果、

研究対象となる地域の重心が，アジアからサブサハラ・アフリカへと大きく移動している

こと，また，開発経済学の流れと並行して，この分野の研究においても，因果関係の同定

を強く意識した研究が増加していることがわかる．特に、ランダム化比較実験などの手法

を用いて，技術採用の決定要因やその因果効果の厳密な推定を試みるもの，ネットワーク

分析や空間計量経済学の手法を用いて，新技術の採用における社会学習(social learning)の役

割を探求するものなどが多く，そうした方面で研究の進展が見られる．こうした流れは，

実証的に因果効果を測定し，より政策効果の高い政策を見つけ，研究の知見を政策提案に

役立てようとする研究が増えていることの表れである． 
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 はじめに I.

 

土地が豊富で人口が希少な農業生産拡大の「 後のフロンティア」アフリカにおいても，

耕作可能な農業用地を今以上に拡張する余地は小さい．農業用地を増やせないという資源

制約の中で，増加する食料需要に備え農業生産を増やすためには単位面積当たりの収量，

つまり土地生産性を増やすことが必須である．土地生産性を増やすには農業技術，特に高

収量品種や化学肥料などを使用する集約的農法に関係する技術の採用が欠かせない1． 

1960 年以降アジアで起こった農業生産性の大幅な増大，いわゆる「緑の革命」は，まさ

に科学的な農業研究のもとに開発された農業技術すなわち高収量品種と化学肥料の大量投

入という近代的な集約農法の採用そして普及によりもたらされた．新技術の採用による生

産性の増大は貧困削減という観点からも非常に重要な課題である．貧困が も深刻なサブ

サハラ・アフリカの農村では，多くの農家が小規模な土地を保有する零細農家である．更

に，近年の人口増加により一人あたりの耕作面積が年々縮小している．そうした状況では，

新しい生産技術を導入し土地生産性を増やすこと，あるいは伝統的な作物ではなく新しい

高付加価値な作物（例えば，都市住民向けあるいは輸出用の野菜・果物などの園芸作物）

を栽培し土地面積あたりの所得を高めることが，貧困の解消や生活の改善にとても重要な

要素となる． 

途上国での新しい農業技術の採用の決定要因及びその効果の大きさの検証という研究

課題は，その重要性から数多くの研究者が取り組んでいる．なぜ，収益率の高そうな技術

の普及が進まないのか，何が制約になっているのか，社会的なネットワークの技術普及に

果たす貢献度はどのくらいか，そもそも本当に儲かるのか．サーベイ論文として Feder et al. 

(1985)や，より 近では Foster and Rosenzweig (2010) などにまとめられている．Feder et al. 

(1985)では，緑の革命時の新技術の採用および拡散のプロセスを検証した論文を特に多く

取り上げ，技術の採用の障壁となる要因を体系的にまとめている．Foster and Rosenzweig 

(2010)は，Feder et al. (1985) 以降の論文を取り上げ，この分野の 近の研究の展開を解説し

ている2． 

                                                      
1本稿では，農業生産，所得，あるいはより広い意味で農家の厚生（welfare）を改善させる

ような新たなアイデア（innovation）の採用と普及に関わる研究を取り上げる．この研究分

野の伝統に従い農業におけるイノベーションの採用を「技術採用」という言葉で表すが，

それには，新たな農業インプット，非伝統的な作物，新たな農法，農業投資に関わる新た

な金融商品などの採用を含んでいる． 
2日本語の文献としては，不破(2014)が，Feder et al. (1985)および Foster and Rosenzweig (2010)
で取り上げられた論文を中心にサーベイし，農業技術採用・普及研究の第一世代，第二世

代と区分けし，第二世代の実証研究において因果関係（causality）の同定（identification）
に大きな力点を置いていることを指摘している．本稿では不破論文と差別化するために特

に 2010 年以降の論文を中心に取り上げ， 近の研究の方向性を考察したい． 
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これら 2 つのサーベイ論文を比較してみると，25 年という歳月が立っているにもかかわ

らず，今も昔も検証している研究課題は似通っていることがわかる．新しい技術の採用に

教育は大事か，信用制約はどうか，リスクに対する個々の選好は，経営規模は，資産の大

きさは採用の要因かあるいは結果か，隣人から伝わる技術情報は重要か，などの研究課題

は今も活発に議論されている． も大きく変わったのは，進歩した実証分析のツールであ

ろう．新しいツールを使って，重要な研究課題を再検証している． 近の潮流として開発

ミクロ経済分野の実証研究では，因果関係を同定することへの強いこだわりがあるが，そ

の要請から開発され進化した分析ツール，特にランダム化比較試験は，この分野の多くの

実証研究で使われている3． 

技術普及研究の分野でもう一つ大きな進歩が見られたのは，社会学習効果の検証方法で

あろう．社会学習は，人と人の繋がりである社会的なネットワークを通じて生じるが，

近の研究において，そうしたネットワークを把握するためのデータの収集方法に大きな工

夫が見られ，また，そのネットワーク情報を活用した空間計量経済学やネットワーク分析

のツールの導入が進み，技術の普及プロセスの検証が行われている． 

本稿では，上述した２つのサーベイ論文で紹介されていない 2010 年以降，国際学術雑

誌に発表された農業技術の採用・普及に関する論文を中心に，特に途上国の小規模農家を

対象とする実証研究を概観し，今後，開発研究者が重要視すべき研究課題の方向性を示す

ことを目的とする．  

 

 

 研究対象となる農業技術 II.

 

近の途上国農業における技術普及の文献で取り上げられている「技術」とはどういった

ものか，研究の潮流を概観したい． 

 

1. 新しいインプット 

途上国の農業における技術普及の文献において，研究対象とされる「技術」の一つとし

て，挙げられるのは「新しい」インプットである．「新しい」インプットとして化学肥料や

改良種の採用や普及過程を対象とする研究が多いが，それらの多くは科学技術としては新

                                                      
3カリフォルニア大学バークリー校の Center for Effective Global Action と マサチューセッ

ツ工科大学の Abdul Latif Jameel Poverty Action Lab による共同研究プロジェクト The 
Agricultural Technology Adoption Initiative (ATAI)では，発展途上国における技術普及に関す

る研究（主に農業技術）を 2009 年より 13 カ国で 31 の調査プロジェクトを立ち上げ実施し

ている．Duflo, Banerjee, Suri, Kremer, Ashraf, Karlan, Udry, Dupas, Miguel, Shapiro, etc. などの

メンバーが参加し，インパクト評価に主に RCT を活用している．現在進行中の一連の研究

は，注目に値する． 
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しくないし，すでに普及している地域では長年使われていたりもする．しかし，普及の進

んでいない地域の農民にとっては「新しい」インプットなのである．「新しい」インプット

として高収量種と化学肥料の採用の決定因あるいはその採用効果を検証する研究が多く見

られる4． 

アジアでの「緑の革命」の主役であった高収量品種や化学肥料の普及が， 近の研究で

も多く取り上げられているが，そうした研究課題が未だに重要であり続けているのは，農

業技術の適応性が自然環境や市場環境に影響され，地域によって普及の度合いが異なり，

有望と思われる技術が未だに根付かない地域があるという証である．文献の対象とする国

や地域を一瞥すると，研究の重心がアジアからアフリカへと大きくシフトしていることが

わかる．サブサハラ・アフリカの多くの国で，生産性の大幅な増大が期待される高収量品

種や化学肥料の普及がなかなか進んでいないからだ．そうした理由から，アフリカでの新

しいインプットの普及の阻害要因を検証したり，そうしたインプットを使用することによ

る生産性，所得，および消費への効果を推計したりする研究が多く見られる． 

その中でも，ガーナのパイナップル農家における化学肥料の使用法の普及プロセスを検

証した Conley and Udry (2010)やケニアのメイズ農家における化学肥料の採用の決定要因

を検証した Duflo et al. (2008, 2011)，同じくケニアのメイズ農家の高収量品種の採用の決定

要因を検証した Suri (2011) などは， 近の農業の技術普及の文献において も引用され

ている重要な論文であるので，より詳しい内容を後述する．  

科学技術的にも比較的「新しい」インプットを扱った研究としては，1990 年代に一般の

農園でも扱われ始めた遺伝子組み換え作物がある．特に，殺虫微生物の遺伝子を組み込ん

だ Bt トウモロコシや Bt 綿は，いくつかの国で普及が急速に進んだ作物である5． 近，社

会・経済的なインパクトを検証した研究を中心に，Bt 作物に関する研究が，経済学系の学

術誌にも登場して来ている．一般に，Bt 作物はその殺虫作用の効果により，害虫による被

害が少なく，駆除のための殺虫剤散布が少なくて済むため，殺虫剤のコストおよび散布に

係る労働コスト，取り扱う農民の化学物質中毒症の発症の危険性，そして化学物質による

土壌汚染や水質汚染が軽減できるというメリットがある6．特に，Bt 綿は普及のスピード

が速く過去 15 年間で多くの国で広く使われている．Kouser and Qaim (2013) は，パキスタ

                                                      
4 例えば，Beaman et al. (2013)はマリのコメ農家，Matsumoto (2014)はウガンダのメイズ農

家，Smale and Olwande (2014)はケニアのメイズ農家，Carter et al.(2013)はモザンビークの小

規模農家，Krishnan and Patnam (2014)は，エチオピアの小規模農家についての改良種と化学

肥料の採用の決定要因とその効果を検証している． 
5 Bt 作物の“Bt”は，バチルス・チューリンゲンシス菌（Bacillus thuringiensis）に由来する．

バチルス・チューリンゲンシス菌は，蛾や蝶の幼虫の消化管を破壊する殺虫蛋白質を生成

する細菌である． 
6 例えば，Huang et al. (2003)，Qaim et al. (2006)，Submanian and Qaim (2009)など．ただし，

遺伝子組み換え作物に対して賛否両論あることは周知の通りである． 
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ンで急速に普及が進む Bt 綿に関して，Bt 綿を採用した場合の非 Bt 綿に対する健康被害の

軽減，環境負荷の軽減，収入の増大などの便益の大きさを推計している7．結果は，Bt 綿

採用の効果は大きく，金銭的評価額の合計が，非 Bt 綿に比べ１エーカー当り 283 米ドル増

加するというものであった．パキスタンでの Bt 綿の急速な普及は費用対効果の大きさを間

接的に示しているが，この結果と整合的である． 

ただし，金銭的評価には，Bt 綿採用者，非採用者それぞれの実際の健康被害，環境負荷，

産出量などのデータが用いられているが，Bt 綿採用者，非採用者が系統的に異なる可能性，

つまり採用判断の内生性を考慮しておらず，Bt 採用の効果の推計値にセレクション・バイ

アスがある可能性がある．例えば，Bt 綿採用者の畑は，非採用者に比べ土壌の質の違いか

ら Bt 綿の殺虫効果が大きく便益が大きいとしよう．その場合，非採用者が Bt 綿を採用し

ても，Bt 綿採用者ほどの殺虫効果は得られず，結局，殺虫剤を使用し健康被害に会うリス

クも高まり，Bt 綿採用者程の便益を得られない．非採用者の平均効果は採用者のそれより

も小さいので，全体の平均効果は採用者の平均効果よりも小さくなる．セレクション・バ

イアスのために平均効果の推計値には上方バイアスがある，という例である． 

他方，Mutuc et al. (2013)では，フィリピン農家の Bt トウモロコシの採用効果を傾向マッ

チング（propensity score matching）の手法を使って推定しているが，平均効果は限定的で，

殺虫剤などの購入費の削減や粗利の増大の効果は統計的に確認されなかった．Liu (2013)

では，Bt 綿採用の効果ではなく採用の決定要因を分析している．中国でも 1990 年代急速

に Bt 綿採用農家が増えているが，その中国の家計調査データを用いて，特に，世帯主のリ

スクに対する嗜好(risk preference)と採用のタイミングの関係を分析している．各世帯主の

リスクに対する嗜好は，人工フィールド実験(artefactual field experiment または framed field 

experiment)と呼ばれる手法を用いて収集したデータを基に推計している．特徴としては，

個人のリスクに対する嗜好を規定する枠組みとして，期待効用理論のフレームワークに留

まらないプロスペクト理論を用いている点にある．その理論では，リスクに対する嗜好を，

リスク回避度(risk aversity)だけでなく，損失回避度(loss aversity)，そして個人の主観確率と

実際の確率とのズレの程度（小さな確率を過大評価し大きな確率を過小評価する度合いで，

                                                      
7 推計には，選択実験（Choice Experiment）という方法が使われた．その方法とは以下の

ようなものである．まず，被験者の各農民に対して，仮想的な属性（健康被害のリスクの

大きさ，起こりうる土壌汚染の程度，起こりうる益虫の減少の程度，殺虫効果を決める属

性）を持つ殺虫剤が，ある価格で売られているという状況を想定してもらい，現在売られ

ている殺虫剤と比べて，どちらを選ぶか答えてもらう．属性と価格を変え，同じ質問に答

えてもらう．異なる被験者に同様の質問に答えてもらい，属性・価格，および，その属性

と価格を提示された時にどちらの選択肢を選んだかという情報を集める．次に，集めた情

報をもとに，ヘドニック価格法を用いて各属性に対する金銭的評価の値を推定する． 後

に，Bt 綿と非 Bt 綿を使用した場合のそれぞれの健康被害リスク，土壌汚染の程度，益虫

の減少の程度，収穫高，殺虫剤費用の実際のデータを基に，推定された各属性に対する金

銭評価の値を用いて，それぞれの便益の金銭評価額の統計的推測を行っている． 
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プロスペクト理論に基づく効用関数のパラメータとしては，“nonlinear probability weight”と

して記述される）で記述しているため，期待効用理論では説明し難い個人の意思決定パタ

ーンを捉えることができる．Liu (2013)では，この 3 つのパラメータと採用のタイミングの

相関を検証している．その結果は，リスク回避度が高い程，また損失回避度が高い程，採

用のタイミングを遅らせる傾向にあり，小さな確率を過大評価する傾向が高い農民ほど，

早く採用する傾向にあった．リスクに対する嗜好が採用のタイミングに大きく影響してい

ることから，リスクを減らす保険などの金融商品が提供されることで，技術普及の速度を

加速させられる可能性を示唆している． 

 

2. 新しい作物 

近年，多くの途上国において，付加価値の高い園芸作物などの非伝統的な野菜，果物，

花卉などの作物を生産する農業サブセクターが，雇用創出，輸出を通じての外貨獲得，そ

して，その収益性の高さから所得増大の手段として注目を浴びている8．また，途上国の都

市人口の増加と所得の増加に伴う野菜や果物に対する需要の高まりから，国内市場も拡大

傾向にある．園芸作物の生産には，大規模農園だけではなく小規模農家も貢献して，特に

国際貨物輸送が可能な空港あるいは大都市へのアクセスなどの市場環境が良く，かつ水資

源へのアクセスがある，気候条件が作物の生育に良い等の生産条件がマッチした地域で，

小規模農家が積極的に生産を行っている（Matsumoto et al., 2015）．海外あるいは都市の市

場では，こうした農産品は高い値段で取引されているので，生産環境が適当な地域の生産

者が，市場にアクセスできれば大きな利益を得ることができる．ただ，そうした作物を選

択しない小規模生産者も多い．理由はいくつも考えられる．例えば，収益率の情報がない，

生産技術の情報がない，生産に必要な機械やインプットが手に入らない，輸出市場はリス

ク（例，為替変動や海外市場の受給変動による買い取り価格の乱高下，輸出業者によるホ

ールドアップ問題など）が大き過ぎる，新しい作物を適切に育成するための技術を身につ

けるほどの人的資本がない，本当はたいして儲からない，などだ． 

Ashraf et al. (2009)では，ケニアの小規模経営の農家で形成される 36 の農民組合を対象に，

輸出用園芸作物（パッションフルーツ，サヤインゲン，ベビーコーン）の奨励のためにど

のような政策が有効かを検証するために，地元の農業 NGO と協力し，ランダム化フィー

ルド実験の手法を用いて試験的な政策介入のインパクト評価を行った．その試験的な介入

とは，ランダムに農民組合を 3 つのグループにわけ，1 つには対照群として介入を行わず，

その他の 2 つを治験群として異なるプログラムをオファーするというものであった．プロ

                                                      
8 例えば，アフリカの花卉生産は成長著しく，2010 年の統計では輸出額でケニア，エチオ

ピアが，それぞれ世界の第 3 位，5 位の生産国となっている．特に，エチオピアでは 2004
年以前にはほとんど生産の実績が無いところから，政府の積極的な産業支援で， も重要

な輸出産業へと成長した（Mano et al., 2011）． 
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グラムの内容は，被験者（農民）がそのプログラムに参加を決めた場合，技術指導とマー

ケティングのサポートを行う，片方のグループの被験者に対しては，加えて，必要に応じ

てインプットの信用買いができるオプションを与えるというものであった．その後サーベ

イを行い，対象とする園芸作物を選択する農家が増えたか，そして選択した農家の園芸作

物の生産，収入，マーケティングに係る費用，家計全体の収入などがどのように変化した

のかを観察した．結果は，技術指導とマーケティングのサポートを行うことで園芸作物を

採用する農家が増えること，家計が買い手を探すために費やす費用が削減されることが確

認されたが，家計所得へのインパクトは限定的であった．ただし，これまで輸出向け園芸

作物を生産していない農家の間で所得が有意に増加したことを確認した．分析から得られ

たのは主に以上の結果であったが，エピローグとして調査後に対象地域で起こったことが

紹介されている．輸出先であったヨーロッパで，多くのスーパーマケットで扱う農産品の

安全基準が厳しくなり，輸出のために EurepGap 認証の取得が必要になったが，多くの農

民組合では取得のために必要な検査の資金が捻出できず販路が絶たれ，ほとんどの農家が

推奨されていた園芸作物の生産を止め，もとの伝統的な作物の生産に戻ったという．皮肉

にも，研究では検証されていない外的な要因が園芸作物の採用・不採用に大きく影響する

ことを示す結果となった． 

「新しい作物」の採用の長期的な効果を検証した研究として，Carletto et al. (2011)がある

9．グアテマラの農家を対象として 1985 年と 2005 年の調査で得られた 2 時点のパネルデー

タを用いて， 輸出用の野菜や果物の生産を始めたタイミングとその期間の長さが，農家家

計の資産の形成や消費支出のレベルにどの程度影響したかを検証している．結果は，生産

期間の長さよりも生産を始めるタイミングが，その後の資産の形成や消費の成長にとって

重要な要因で，他に先んじて早いタイミングで輸出用農産物を生産し始めることが，より

多くの資産の形成や消費の成長につながっていた．  

 

3. 新しい農法 

都市部での経済の発展，農村での人口の増加，農地の拡張の限界など様々な要因が農村

の生産要素の価格を変化させる．それに伴い相応しい農法も変化する．相対的に労働が豊

富で土地が希少になれば，土地使用的で労働集約的な農法が選択されるだろうし，非農業

セクターでの労働需要が高まれば，農業労働を節約するような労働節約的な農法が選択さ

れるだろう．農法についての情報が十分に行き渡るくらいの時間でみれば，効率的な農法

が選択されるだろう．しかし，過渡期には非効率に見える古い農法が使われ続けていたり，

                                                      
9他にも，Klasen et al. (2013)のインドネシアのコーヒー農家のココア生産への移行の所得へ

の効果を検証する研究や，Kijima et al. (2008)の，ウガンダでのネリカ(New Rice for Africa)
米の採用の所得及び貧困削減への効果を検証する研究などがある．また，Hattam et al. (2012)
のメキシコの小規模農家のアボカドの有機栽培の決定要因を検証している． 
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効率的に見える新農法が選択されなかったりということがしばしば観察される．  

エチオピアでは，農村の人口増加により土地の希少性が高まり，森林の伐採や傾斜地の

使用が増え土壌流失や劣化が進んでいるために，農業省が中心となって土壌保全技術の普

及を目指している．Kato et al. (2011) では，土壌・水保全のための土畦，石畦，等高線栽培

などの技術採用の決定要因およびその生産性への効果を検証している．Hagos et al. (2012) 

では小規模ダム，深井戸などといった農業水管理の効果を傾向マッチングの手法を用いて

推定し，所得の増大の効果を検出している．どちらも土壌水保全などの取り組みが所得の

増大につながるという結果を得ている．  

他の途上国政府も土壌劣化の農業生産への長期的な負の効果を危惧し，土壌改良の奨励

のための普及活動を行っているが，採用率は非常に低くなかなか成果が出ていないのが実

情である（Davies et al., 2010）．その原因は，土壌改良の効果が所得の増大などに結びつく

には 2，3 年のタイムラグがあることや，多くの労働や資金の投入を必要とする事業である

ことなどにある．先進国では土壌改良事業を促進するため，そうした事業に補助金を出す

ケースが多いが，Marenya et al. (2014)では，途上国での土地改良事業の促進に補助金は有

効か，また，そうであるならどのようなタイプの補助金が有効かを，フレーム化フィール

ド実験（framed field experiment）を用いて検証している．実験では，マラウィの農家を被

験者として，改良事業を実施する際の補助金として，異なる水準の現金と異なるタイプの

農業保険をランダムに提示して，どちらを選択するか、あるいは、どちらも選択しない（つ

まり補助金を受け取らずに改良事業を実施しないことを選ぶ）のかを観察した．結果は，

多くの小規模農家が，補助金をもらい改良事業を実施するというオプションを選択するこ

と，また，期待利得がより大きい農業保険よりも現金を補助金としてもらうというオプシ

ョンを選択することを確認した．つまり，政府の土地改良事業を促進する手段として，補

助金が有効であること，そして現金を渡すのがより効率的であることを示している。ただ

し，観察結果は、選択実験の仮想的な質問とその答えを元に推計されているだけで，実験

で想定する土地改良事業を実際にどのように実施させるのか，補助金をどのタイミングで

どのように支払うのか（事前に配るのか，改良事業の実施を確認したら配るのか，また，

実施の程度をどう判断するのか）という政策デザインに関しては一切考慮していない．こ

の研究結果だけでは，実現可能な補助金政策が土地改良事業の促進にどの程度有効かを判

断することは難しい． 

政府や NGO などが，インプットを効率的に使用し土地生産性をあげる集約的な農法を

推奨しているケースがあるが，そうした技術の経済的な効果を検証した研究もみられる．

エチオピアでは，主食の発酵食品インジェラの原料であるテフという穀物の生産が盛んで

あるが，その作付は，伝統的に直播き（broadcasting）で行ってきた．しかし，生産性が上

がるという理由で，政府が列植え（row planting）への移行を推奨している．Vandercasteelen 

et al. (2014)ではランダム化フィールド実験を行い，列植えの生産性効果を推定し，20％の
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生産性の向上が見られるという推定結果を得た．ただし，列植えには手間がかかるので，

農民が外部で稼得機会がある場合や余暇の価値を高く評価する場合には，自ら農法を選択

する時に列植えを選ぶかどうかは分からない．実験で他の変数にも起こった変化，少なく

とも労働投入量への効果を検証する必要があるだろう．  

Takahashi and Barrett (2014) は，インドネシアのコメ農家に対して，政府が普及活動を進

める SRI (System of Rice Intensification)と呼ばれる米作の農法の採択の要因およびその採

択の効果を計測し，効率的に見える新農法の普及がなぜ進まないか検証している．SRI 農

法は採用するために特別なインプットや機械が必要なわけではないので，信用制約が採用

の足かせになるということはない．結論は，SRI 農法を採用すると反収が上がり農業所得

が増えるが，米作に係る家族労働の投入量も増えるので，非農業所得が減り家計所得総額

では有意な効果はないという結論であった． 

サブサハラ・アフリカの一部の地域では労働コストの上昇から，小規模農家の間でさえ

機械化の波が静かに進みつつあるようだ．Takeshima et al. (2013)は，ナイジェリアの小規模

農家の機械化による家計所得への効果を推定している．結果は，機械化で労働投入量を節

約することにより所得が増大すること，特に外部に就業機会がある場合，その効果が大き

いことを示している． 

Takeshima and Yamauchi (2012) では，ナイジェリアの農村で行われた農村支援プログラ

ムに参加し，補助金を受け取った農民を観察したところ，天候リスクのより高い地域の農

民は，雨量が少ない時にも地下水や川の水を利用できるように水汲み上げポンプをより採

用し，一方，キャッサバの市場価格の変動がより大きい地域で，（製粉されたキャッサバは

価格の変動がより小さいので，キャッサバ粉をひくための）製粉機を採用する傾向がより

高いことがわかった．農民が地域の生産リスクに対応して，リスクを減らす効果をもつ農

業機械への投資を行っていることを示している． 

 

4. 新しい金融・保険商品 

一般に途上国の小規模農家の多くは，金融サービスへのアクセスが非常に限られていて，

借り入れが困難である．また，多くは十分な金融資産を持たない．そのために一度の所得

の下落が，土地や家畜などといった生産的な資産の取り崩しなどを通じて，長期的に消費

を減らしかねない．ただ，フォーマルな金融サービスにアクセスできなくても，村落内あ

るいは親族間で資金や物資を融通するなどの相互扶助的なインフォーマルな制度を通じて，

個人的な不測の事態(idiosyncratic shock)による一時的な所得の下落に伴う消費への負の影

響はある程度軽減されることが知られている（Townsend, 1994, Udry, 1994）．しかし，個人

のみならず集団全体に影響する事態（common shock）は，インフォーマルな制度では対応

しきれない．農業生産は，天候不順，病虫害など，まさに地域集団に広く影響する事態に

大きく左右される．天候不順などによる生産の減少に伴い所得が下落した場合，相互扶助
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的な地域集団内でのインフォーマルな保険機構はあまり機能せず，農家家計の消費に大き

な負の影響をもたらしかねない．そうした途上国の小規模農家が持つリスクに対する脆弱

性は，農業インプットや生産的な資産への投資意欲を削ぎ，農業技術普及の足かせになっ

ている（Dercon and Christiaensen, 2011）．  

生産リスクを減らす農業保険や消費の異時点間の平準化を可能にする小口のローンな

どは，少なくとも理論的には，リスクに対する脆弱性を緩和させ，投資意欲を喚起し技術

の採用・普及を促進させる可能性がある．そうした理由から援助機関などが中心となり，

小規模農家向けの新しい金融・保険商品が開発され試験的に提供されつつある．  

特に，注目を浴びているのが天候インデックス型保険と言われる新たな保険商品であろ

う．2001 年以降，多くのインデックス型保険の試験的な運用が世界各地で試みられている

(Hellmuth et al., 2009)．この保険の特徴は保険金の支払いが，調査員による損害調査で決ま

るのではなく，保険が対象とする農作物や家畜などの損失と密接に関係する天候指標の観

測値に応じて決められる点にある．天候指標としては，雨量観測所で観察される降雨量や

衛星画像から得られる地表の状態をリモートセンシングの手法を使って指標化したものな

どが使われている．  

天候インデックス型保険の利点は，まず，損害調査が必要ないために保険契約にかかる

取引費用が小さいことがあげられよう．そのためにリスクに対し も脆弱な小規模農家も

保険の販売対象となる．従来型の保険では調査員が個別の保険契約農家を訪問するなどの

作業が伴い，規模の経済性が働くので，ある程度の規模以上の農家しか販売対象とはなら

なかった．もう一つの利点としては，保険の支払いが，個々の農家の天候リスク軽減のた

めの自助努力の程度や天候リスクに対する個々の農家の脆弱性などとは無関係に決まるの

で，モラルハザードや逆選択の問題が発生しないことがあげられる．リスクにより脆弱な

小規模農家を対象とすることが出来，かつモラルハザードや逆選択の問題もないインデッ

クス型保険であるが，インデックス型保険の販売を試みたこれまでのフィールド実験では，

保険の購入率が非常に低いケースが多い（例えば，Giné and Yang, 2009,  Cole et al., 2013, 

McIntosh et al., 2013, Takahashi et al., 2014）． 

これまでの研究から分かっている低い購入率の理由は，まず，ベーシスリスクの存在が

ある(Mobarak and Rosenzweig, 2013)．ベーシスリスクとは，保険が損失を補填しないとい

うリスクで，保険支払の基準となる天候指標が，実際の損失と相関していないあるいは相

関が弱いために発生する．そもそも天候指標を保険支払の基準とするには，損失と天候指

標が強く相関している必要がある，あるいは別の言い方をすれば，損失と強く相関してい

る天候指標を選択する必要がある．一般に，保険商品をデザインする場合，地域ごとの天

候指標と農作物や家畜などの損失の過去のデータを集め，相関を推計する．それを基に保

険支払の基準，支払い額，保険商品の価格などを決めるのだが，特に途上国の場合，過去

のデータの信頼度が低い，あるいは 近のデータしかないなどの問題が侭ある．結果とし
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て，試験的に行われているプロジェクトで使われているインデックス型保険の指標が，損

失とそれほど強く相関していない場合がある．また，天候指標が特定の場所で観測される

場合，天候指標と損失の相関の強さは，観測地点と保険契約者の居住地との地理的な位置

関係にも依存する．例えば，雨量を天候指標とする穀物保険の場合には，その相関の強さ

は，雨量を観測する地点と保険契約者の畑との位置関係に依存する．一般に，距離が離れ

れば離れるほど，相関は弱くなりベーシスリスクは大きくなる．ベーシスリスクが大きく

なれば，保険の効果は薄まり，潜在的な保険購入者の購入のインセンティブは弱まる．極

端な例で示すなら，天候指標と損失が全く相関していない場合，この保険商品は性質上ギ

ャンブルと変わらず，リスクを回避したい農民はそうした商品は購入しない，ということ

になる10． 

これまでの研究では，リスク回避的な人よりも，よりリスクを好む人ほど，天候インデ

ックス型保険を購入する傾向にあるという結果が多い（Hill et al., 2013, McIntosh et al., 

2013）．こうした結果は，ベーシスリスクが高い場合，理論と整合的にも解釈できるが，保

険商品のデザインが悪いことに他ならない．インデックス型保険の需要を高めるには，保

険のデザインを工夫してベーシスリスクを低く抑えること，他には，潜在的な購入者の保

険商品の提供者に対する信頼度を高めること（Cole et al., 2013），金融リテラシーのトレー

ニングを行い保険に対する理解を深めること，それに加えて，社会ネットワークからの肯

定的な情報が需要を高める要因となる（Cai, 2012）． 

これまでにインデックス型保険の販売を試みたが購入率がとても低かった多くのプロ

ジェクトと異なり，Karlan et al. (2014)は，ガーナのメイズ農家に対して行ったフィールド

実験で，インデックス型保険への高い需要，そして，その保険購入により農業投資が大幅

に増大することを確認した．実験は，3 年間にわたり複数回の介入を行うランダム化制御

実験で，初年度に助成金（現金）と雨量インデックス保険を無作為に選ばれた被験者に無

料配布する介入から始まり，その後，ローン供与や保険価格などの条件を被験者ごとにラ

ンダムに変えつつ，被験者の肥料などのへの投資額およびインデックス保険の需要の変化

を観察したものである．実験から 助成金が農業投資額に与える影響はわずかだが，保険の

影響は大きいこと，信用制約より無保険のリスクが投資を縮小させる効果が大きいことが

わかった．また，保険に対する需要は大きく，保険数理的に公平（actuarially fair）な保険

料で，半数近くの農民が保険に加入し，耕作地の 50％くらいをカバーする分の保険を購入

するという結果を得た．また，保険の需要が，本人もしくは知人が過去に支払いを受け取

ったかどうかにも依存していることから，保険会社に対する信用も重要な採用の要因であ

                                                      
10 ただし，ベーシスリスクは保険商品のデザイン次第で軽減させることができる．例えば，

幾つかのインデックスを組み合わせ，新たに損失と相関の高い指標を作ったり，あるいは，

観測地点を増やし観測地点から保険契約者の畑との距離を短くしたりすることで，それが

可能になる． 
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ることがわかる．  

農業生産者は，天候の他にも生産物価格の変動という大きなリスクに直面している．信

用制約は，しばしば収益率の高い投資への足かせとなるが，借り入れが可能な状況でも天

候や価格の変動などの所得リスクがある場合，投資を控える可能性がある．Karlan et al. 

(2011)では，価格変動による所得リスクが農業投資のためのローンの意思決定に影響をあ

たえるか否かを検証するために，穀物価格が下落した際に返済金額を減額するという条項

が付いたローン（穀物価格保険付きローン）を一部の被験者にオファーするというランダ

ム化フィールド実験を行っている．結果は，ローンの契約の割合は，穀物価格保険付きロ

ーンをオファーされた被験者と通常のローンをオファーされた被験者共に高く，グループ

間に有意な差はなかった．農業インプットに関しては，穀物価格保険付きローンをオファ

ーされた被験者が僅かながら多く使用する傾向が見られたが，その効果は小さく統計的に

有意な差ではなかった．予想外な結果となった理由は，農民が保険の価値を理解していな

い，価格の変動リスクが思ったほど所得に影響しない，通常のローンでも価格が下落した

場合返済するつもりがない（戦略的デフォルト）などが考えられる． 

こうした新しい金融・保険商品の試験的な運用の記録から，これまでに分かったことは，

潜在的に大きな需要がある場合でも，ベーシスリスクを小さくするような商品設計，そし

て金融商品の提供者に対する信頼度の高さ及び購入者の商品に対する知識を高める工夫・

努力がなければ，なかなか普及しないということだ．これまでの研究で得た知見を活かし

て，より良い商品を開発していく必要があるだろう． 

 

 

 技術採用の収益性 III.

Shultz (1964) 以降，開発経済学研究が前提とする「貧しいが合理的（“poor but rational”）」

な途上国農民にとって，新技術の収益性が技術採用の も重要な要因である．そうした開

発経済学の伝統的な考え方に対し，Duflo らは疑義を呈し，行動経済学的な考え方を取り

入れる必要性を提唱した(Duflo, 2003)．Duflo et al. (2008) では，ケニア農民が化学肥料の施

肥量を「利潤」 大化を達成する水準ではなく過小にしか投入しない理由を，新古典派的

な考え方ではなく，行動経済学的な視点から説明を試みた．これまでの研究では農民は合

理的な選択をしているが，いろいろな制約のために利潤 大化行動から逸脱したように見

える行動が観察されるという解釈であったが，Duflo らの主張は，利潤 大化行動からの

逸脱は，多くの農民の選好に将来の利益より現在の消費を増やすことを好む，いわゆる現

在志向バイアスがあるため，というものである．つまり，収入が入り資金が比較的潤沢な

収穫期に次の耕作期の肥料を購入するための資金を十分に貯蓄せず，耕作期が始まり実際

に肥料購入の資金が入用なときに，資金不足で不十分にしか購入できないため，肥料の投

入量が過少となると説明した． 
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一方，Suri (2011)は，ケニアのメイズ農家のインプットへの投資が合理的な判断の帰結

であると主張する．検証は，高収量種と在来種メイズの家計間の生産性の違いおよびメイ

ズ品種の選択の内生性を考慮した構造推定モデルを用いて，収量関数(yield function)の構造

パラメータを推定することでなされた．その結果は，家計間での収益性の違いは，地域環

境や個々の農園の性質に依存し大きくばらつきがあり，高収量品種の使用の有無は結局，

近代的な技術と伝統技術の相対的な利益率の差で決まるというものであった． 

Foster and Rosenzweig (2010)では，Suri (2011)の主張をサポートし，同時に Duflo et al. 

(2008)の研究における利潤の計測の問題点を指摘し，その解釈に対して反論を展開してい

る．具体的には，肥料を投入する際に補完的に増やす投入物，特に家族労働の投入量を過

小に見積もっている可能性を指摘し，そうしたコストを考慮したら，肥料の収益率は Duflo 

(2008）が主張するほど大きくなく，農民を合理的な経済主体とみなす伝統的な考え方で十

分説明できるものではないかと指摘している．  

Foster and Rosenzweig (2010)が指摘するように，収益率を注意深く計測した研究が驚くほ

ど少ないのは事実である．その理由の一つは，新しい技術を採用すると，農民は補完的な

生産要素の投入量を増加させるが，いくつかの生産要素に関してその費用の計測がしばし

ば容易でないことにある．新旧の技術の収益率を比較するためには，単位面積あたりの収

量あるいは所得（収入から購入インプットの費用を差し引いたもの）の比較では不十分で，

購入していないインプットの費用も計測し比較する必要がある．しかし，堆肥など自家生

産したインプットそして家族労働の計測は，しばしば不完全でかつ計測誤差も大きい．ま

た，そうしたインプットは市場取引されていないことも多く，適当な価格情報がない中で

コストをどのように評価するのかという問題もある．こうした理由から，先行研究の中に

は，非購入インプット，特に家族労働のコストを過小評価しているものが少なくない．し

かし，新しい技術の多くは集約的農法に関係するもので，労働をより多く必要とするもの

が多く，労働コストの評価を疎かにすると，技術を採用する（あるいは，しない）理由を

見誤ってしまう．こうした過誤は，50 年以上前に Griliches (1957)がまさに指摘しているポ

イントである11． 

近の Beaman et al. (2013)などの研究は，そうした文献の穴を埋めるものだ．彼らの研

究では，マリのコメ農家の化学肥料の利益率を，肥料の無料配布のランダム化無作為実験

を実施することによって推計している．実験では，各家計の田んぼの大きさに応じて推奨

レベル（約 200kg/ha の NPK と 100kg の UREA）の 100％を配布するグループ，50％を配布

するグループ，対照群として無配布のグループに，無作為に選んだ被験者を割り当てた．

                                                      
11 Griliches (1957)は，以下のように指摘している．“[…] farmers have behaved in a fashion 
consistent with the idea of profit maximization. Where the evidence appears to indicate the contrary, 
I would predict that a closer examination of the relevant economic variables will show that the 
change was not as profitable as it appeared to be.” 
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推計では，各グループに対応するダミー変数を用いて，インプットの使用・生産額・利益

を被説明変数とする誘導形回帰（reduced form regressions）を行った．その結果は， 肥料

を無料配布された被験者は，化学肥料だけでなく他のインプット（殺虫剤，除草剤，雇入

れ）の使用を増やす傾向にあった．結果として，生産額は有意に増加した．しかし，イン

プット費用（家族労働の費用を含む）を差し引いた利益は，化学肥料を使わない場合と有

意に違わないというものであった．また，利益率のばらつきが家計間で大きく，儲かる家

計もあるが，そうでない家計もあるという，Suri (2011) などでその重要性を指摘された，

効果の異質性（heterogenous impact）がこの研究においても確認された．  

また，Matsumoto (2014)においても，ウガンダのメイズ農家の HYV 種と化学肥料を用い

る新農法の収益率に関して，同様の結果が得られている．Matsumoto (2014)では，RCT を

用いて 新農法の収量・所得・付加価値・利潤への効果を計測し，生産高は大幅に増えるが，

労働投入量も大幅に増え，家族労働を市場価格で評価すると，その平均利潤は伝統農法（在

来種と無施肥）の場合と比べ有意に差がないことが確認された．また，単位面積あたりの

利益の分散は伝統農法の場合の方が小さく，新しい農法においてより個人間のばらつきが

大きいことわかった．ウガンダでメイズの新農法の普及が進まないのは，メイズの販売価

格の低さ，インプット価格の高さに加え，労働使用的な技術のために労働コストが利益を

圧迫し，平均利益率を低くさせていること，またそのばらつきが大きい（heterogeneous 

returns）ために，社会学習の効果が弱い可能性を指摘している． 

一般に，収益率が低い一つの理由は，道路などの交通インフラストラクチャーが貧弱で

あることが指摘されている．特に，市場と生産者とをつなぐ 後の比較的短い区間でかか

る輸送費用が非常に高いことが指摘されている．これは，途上国における 後の１マイル

問題（last mile problem）と呼ばれている現象で，農村において道路網が整備されていない

こと，競争的な輸送サービスが提供されていないことに起因する．Minten et al. (2013)の

Ethiopia の農村のデータ用いた推計によると，肥料が生産者の元に届く 後の 10km の輸送

コストは，空港から肥料の配送センターまで（100km）の輸送コストに匹敵するという． 

 

 

 社会学習と技術普及 IV.

 

近年，技術普及の文献において も進展が見られたのは，技術普及に対する社会学習の

効果の研究であろう．Maertens and Barrett (2013)では，社会学習効果の推計について 新の

方法をサーベイしている．技術に関して生産者は自己の試行や経験から学習(learning by 

doing)する他に，社会的なつながりを通じ他者の経験(social learning)からも学習する．そう

した社会学習が，新たな技術の普及およびそのスピードに大きく影響するであろうという

ことは想像に難くない．しかし，新技術の普及に対する社会学習の効果を実証的に検証す
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るのは容易ではない．Manski (1993)が指摘するように，個人の行動（例えば，新技術の採

用）がその個人の属している集団の平均的な行動と相関していたとしても，必ずしも社会

学習によるものであるとは言えない．集団の構成員が共有している環境要素が構成員をし

て同じような行動をとらせる（contextual effects）のかもしれないし，あるいは，集団の構

成員の属性が相関していて，そうした属性の相似性のために似通った行動をとる（correlated 

effects）のかもしれない．そうした社会学習効果を同定する際の問題は，reflection problem

と呼ばれるが，社会学習の技術普及への因果効果の推定を試みる多くの実証研究が直面す

る障壁となる． 

この研究課題に対して， 近，サーベイ手法および計量経済学的な手法に大きな進展が

見られ，農業の技術普及に関しても，多くの研究が社会学習効果の推計を試みている．  ま

ず，reflection problem に非常に巧みに対処した研究として，ガーナのパイナップル農家の

間で比較的新しいインプットである化学肥料の使用法がどのように伝播したのかを研究し

た Conley and Udry (2010)が挙げられよう．具体的には，社会的につながりのある隣人の施

肥量の選択が成功した（高利潤を上げた）のか，失敗した（低利潤だった）のかに反応し，

個人が次の作付シーズンに施肥量を調整し，隣人らのレベルに近づけるのかあるいは遠ざ

けるのかを検証している．Conley and Udry (2010) の研究の特色は，村落内の調査対象家

計間で農業に関する情報がどのように伝わるのかを，ある生産者がどの村人と情報交換す

るかを各生産者から聞き取り，その情報ネットワークの構造を明らかにし，単に地理的に

近接している隣人(geographic neighbors)と情報交換を行っている隣人（information neighbors）

を明示的に区別したことにある．そうすることにより，社会学習効果を推定する回帰分析

において，地理的に近接している隣人からの contextual effects や correlated effects などの交

絡要因(confounding factors)の効果を制御した上で，情報交換を行っている隣人から受けた

影響つまり社会学習効果の大きさを推定できる．分析結果は，社会学習効果が確認され，

特に経験の浅い農家でその影響が大きいことが分かった．  

Weber (2012)は，一種の自然実験であるユニークな事例を用いて 社会学習の効果を推定

した．コーヒー栽培の技術指導のためにコスタリカからペルーへ来た技術者が指導したコ

ーヒー樹の新しい剪定技術の伝播プロセスを観察することで，社会学習の効果を検証して

いる．この技術の特徴は，剪定してから収量が増加するのに 2 年間のタイムラグがあるた

め，剪定したばかりの樹を見ても収量への効果はわからないが，2 年前に剪定した樹をみ

ると効果がわかるところにある．2 年前に剪定した樹を自分と社会的な繋がりのある農家

の畑で見て，増収の効果を確認したことで，採用の意思決定をするなら，社会学習の効果

といえる．結果は，社会学習が採用の意思決定に大きく影響していることを示した．  

Krishnan and Patnam (2014)が空間計量経済学の手法を用いて，エチオピアの小規模農家間で

改良種と化学肥料の採用に対する社会学習の効果を推計している． 
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 補助金と技術普及 V.

 

1970 年，80 年代に途上国で一斉を風靡した農業政策であった農業インプットに対する

補助金政策は，90 年代になって世界銀行と国際通貨基金による構造調整プログラムのもと，

そのほとんどが消えていった．しかし，この 10 年，サブサハラ・アフリカにおいて，少な

くとも 10 カ国で，「緑の革命」をアフリカで成功させるという名のもとに復活している

(Jayne and Rashid, 2013)12．かつての農業インプット政策が援助機関から不人気だった理由

は，財政補助金により市場が歪められ肥料の過剰使用が誘発されたり，政府機関により分

配が行われ民間業者が市場から撤退させられたり，配送効率が悪かったりと，費用対効果

が著しく悪かったこと，また，何よりも国家予算の大きなウェイトを占めるほどの多額の

資金が必要であったことにある．更に，ターゲッティングも上手く行われておらず，補助

金なしではインプットにアクセスできない貧しい農家や僻地の農民が，補助金のおかげで

アクセスできるようになったという証拠も乏しかった． 

2000 年台半ばから復活した補助金政策の農業技術の普及に対する効果の検証をする多

くの研究が行われている．復活した補助金政策は，政府が肥料を配布する代わりに農業イ

ンプットのバウチャーを配布し，受け取った農民が，民間業者からバウチャーで肥料を購

入する“market smart subsidy”と呼ばれる政策が採用されるケースが多く，その政策は民間業

者のクラウド・アウトが起こらないように設計されているのが特徴である．そうした政策

を総合的に評価するのは容易ではないが，以下に紹介する論文は，補助金が目的とする一

部の政策目標にフォーカスしてその効果を検証し，肥料使用の増加，生産性の向上，そし

て所得の増大などのプラスの効果を確認している．  

Liverpool-Tasie (2014)では，ナイジェリアのカノ州で 2009 年に試験的に実施された化学

肥料購入のためのバウチャー配布プログラムの評価を行い，農家が肥料を民間から購入す

る割合および量共に増加したことを確認した．Awotide et al. (2013) では，ナイジェリアの

ある地域で行われた試験的なプロジェクトで，小規模コメ農家からランダムに選ばれた被

験者に対して，無料配布された高収量品種の購入のためのバウチャーの貧困削減の効果を

検証した．その結果，種子購入のためのバウチャーを入手することで，高収量品種へのア

クセスの改善，生産性の向上，そして家計所得の増加および貧困削減への効果があること

が実証されている．Mason and Smale (2013) では，ザンビアのメイズ農家に対して行われ

                                                      
12 農業インプットに対する補助金の 近の動向に関して，Liverpool-Tasie and Takeshima 
(2013)がナイジェリアについて，Mason et al. (2013)がザンビアについて，Lunduka et al. 
(2013)がマラウィについての研究のサーベイを行っている．また，Ricker-Gilbert et al. (2013) 
は，ここ 10 年の農業インプットの補助金政策についてのインパクト評価をした研究をサー

ベイし，インパクト評価の技術的な難点や問題点を指摘している． 
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た肥料購入のための補助金プログラムの効果を検証している．肥料購入のための補助金に

より，肥料の使用料が増え，メイズの収量が向上し僅かではあるが家計所得を増やす効果

が確認された．Ricker-Gilbert et al. (2011) は，マラウィで 2000 年代に行われた政府による

肥料補助金プログラムを通じて行われた肥料配布で，どの程度，農民が民間から購入する

量を減少させたかを，農家家計のパネルデータを用いて推定した．1 キロの肥料が無料配

布された場合，平均で 0.22 キロの民間需要を減らす効果があった． 

 

 

 おわりに VI.

 

本稿では，農業経済学分野における 近の途上国の農業技術の採用・普及に関する研究

をレビューすることで，この分野で今何が重要視されているかを把握し，そして，これか

ら重要視すべき研究課題の方向性を探ることを目的とした．2010 年以降に出版された多く

の論文に目を通してまず気づくことは，サブサハラ・アフリカを対象とする研究の多さだ．

研究対象となる地域の重心が，アジアからサブサハラ・アフリカへと大きく移動している

ことが良くわかる．アフリカには，アジアに比べ普及していない農業技術が沢山あること

を暗に示しているのだろうが，裏を返せばアフリカの農業は，その分これからの伸びしろ

が大きいということを意味していると信じている． 

開発経済学の流れと並行して，この分野の研究においても，因果関係の同定を強く意識

した研究が増加している．ランダム化比較実験などの手法を用いて，技術採用の決定要因

やその因果効果の厳密な推定を試みるもの，ネットワーク分析や空間計量経済学の手法を

用いて，新技術の採用における社会学習(social learning)の役割を探求するものなど，大きな

研究の進展が見られる．こうした流れは，実証的に因果効果を測定し，より政策効果の高

い政策を見つけ，研究の知見を政策提案に役立てようとする試みであるが，近い将来，実

際に役立つ政策提案が続々出現することを期待する． 
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